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研究ノート
北朝鮮の土地改革
鶴
? ?
? 嶺
北朝鮮で1946年の土地改革法令によって行われた土地改革は，いくつかの注目すべき特
徴をもっている。
まず，それは， 日本の敗戦によって朝鮮にたいする植民地支配が終り，朝鮮全土に独立
の気運がみなぎっている時期に行われた改革だということである。日本の統治は，朝鮮併
合とともに開始された土地調査に象徴されるように，朝鮮人から土地を奪うものであり，
日本人大地主を頂点とする地主制の上に行われたものであった。そこで， 日本の植民地支
配からの解放は，日本に奪われた土地の奪還と地主制からの解放を意味するものと受けと
られ，土地改革の要求は， 朝鮮全土にわたって， きわめて強かった。北朝鮮の土地改革
は， この強烈な土地要求と， これを支える一般的与論にこたえる形で行われたものであ
る。
朝鮮全土にみなぎっていた土地改革の要求は，南朝鮮において，ここに地主制がより発
展していたために，とくに強かったが，ここに進駐した米軍は，これにこたえようとしな
かった。そのために，北朝鮮の土地改革は，ここにソ連軍が進駐したことと結びつけて考
えられる。たしかに，この土地改革は，ソ連軍のもとに出現した「人民民主主義」体制に
よって遂行されたものであり，このことが重要な特徴をなすものである。
北朝鮮の土地改革のいま一つの特徴は，徹底的に地主制を廃除するものだったというこ
とである。この特徴は，これまで，第一の特徴すなわち朝鮮全土にみなぎる土地改革の要
求と，第二の特徴すなわち「人民民主主義」体制のもとで行われたこととを結びつけ，こ
の結合の必然的結果であるかのように考えられてきた。「人民民主主義」体制こそが農民
の土地要求に最も良くこたえることのできるものであり，朝鮮においてもそのことが実証
されたというものである。そして，北朝鮮の土地改革が東欧の「人民民主主義」諸国の土
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地改革よりももっと徹底的なものとなったのは，日本の統治政策の地主的性格と徹底した
農民収奪のために，朝鮮農民の土地改革要求がより強烈で徹底したものだったことによる
ものと説明されてきた。
「人民民主主義」体制が本質的に徹底的な土地改革と結びつくものという考えは，多分
に，農民の土地要求をいちはやく網領におりこんだのがマルクス主義運動であり， 「人民
民主主義」政府がいずれもマルクス・レーニン主義を原則としてかかげたことによるもの
である。 しかし， 「人民民主主義」政府がはたしてマルクス・レーニン主義の根本精神を
正しく具現しようとするものであったかどうかの議論を別にしても，その具体的政策が農
民の強烈な土地要求に完全に沿うものであったかどうかには，検討の余地があるように思
われる。
この検討は，土地改革を具現できるのがマルクス・レーニン主義運動だけといってよい
状態が第二次大戦をもって終りをつげ，帝国主義政策の中に土地改革がもりこまれ，日本
のようにかなり徹底した農地改革が行われた所があるので，とくに必要であろう。ただ，
すでに指摘したように，北朝鮮においては，土地改革は，徹底したものとして行われた。
それは，東欧諸国の土地改革と比較しても徹底したものである。そして，このことによっ
て，農民の土地要求がかえりみられなかった南朝鮮に大きな影響をおよぼすものであっ
た。ここでは，この徹底性を，日本の朝鮮統治の作り出した農村の土地関係との関連でみ
ようとするものである。
1. 解放当時の土地関係
解放前の農地所有関係は， 日本人大地主を頂点にして地主制が成立していたことをよく
物語っている。
1942年において，農家総数の約3.3彩にすぎない10万余戸の地主が，総耕地面積450余
万町の約60彩（水田18暉ミ万町の68.3鍬畑270余万町の52.4彩）を所有しているのにたい
し，農家総数の約80彩は土地を全然もたないかあるいはごくわずかしかもたない小作農ま
たは自作兼小作農でしめられており，小作農は 164万余戸，自作兼小作農は約73万戸で，
その小作面積は，総耕地面積の58.3彩（水田120万町，畑140万町）にのぼっていた1)。
地主を土地所有規模別にみると，第1表の示すように，地主総数では朝鮮人が圧倒的に
多いけれども， 100町以上の地主では日本人のほうが多く，朝鮮人地主の大部分は小規模
1)高昇高『朝鮮社会主義経済論J1ページ
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第 1表民族別所有規模別土地所有者数 (1937) （単位名）
5町以上 I10町以上 I20町以上 Iso町以上 i100町以上 1200町以上
朝鮮人 1106,1021 30,3321 12. 701 I 
1. ~:~I 385 I 49 日本人 6,901 3,504 2,958 561 181 
計 I 113. 0631 33,8361 15. 659 I 2.320 1 946 I 230 
（註） 『わが国における土地改革の歴史的経験」ヒ°ョンヤン， 1974, 9ページ 100町以上
地主の数は， 336人， 380人というものあり（全錫淡崖潤奎「19世紀後半～日帝統治
末期の朝鮮社会経済史」 1959),高氏は全，崖氏のものを使っている。
第2表耕作規模別農家数 (1938年）
自作農 自作兼小作農 小作農 計
戸数 I彩 戸数 1彩 戸数 1% 戸数 I96 
0.5町以下 163,353 14.8 284,160 25.8 654,157 59.4 1,101,670 100.0 
0.5~1町 114,398 16.0 208,861 29.3 390,005 54.7 713,264 100.0 
1~2町 114,933 20.3 178,949 31. 6 271,735 48.1 565,617 100.0 
2~3町 86,879 27.8 94,291 30.1 131,735 42.1 312,905 100.0 
3~5町 47,177 34.7 38,278 28.1 50,653 37.2 136,108 100.0 
5町以上 16,705 42.0 9,839 24.7 13,256 33.3 39,800 100.0 
計 I 543. 445 J 18. 9 1 814, 395 1 28. 4 1. 511. 4241 52. 7 12. 869. 3641100. o 
（註） 同上書 15ページ
のものである。 200町以上所有する日本人地主のうち1,000町以上所有するものは25名で，
その中には東洋拓殖会社5万町（非耕地を含めると 20万町）．朝鮮興業会社1万9千町，
朝鮮信託会社9千町があった2)。これは， 日本の朝鮮統治と直接に結びついた日本人大地
主を頂点にした地主制が，旧来からの村落においては，主として朝鮮人間の地主・小作人
関係をなしていたことを示すものであろう。
この地主制のもとで，農民の大部分は零細な土地の耕作者であり， I卜作人であった。す
なわち， 1938年の統計によれば，農民の半数以上が小作人であり，大部分が1.5町以下の
経営者であった。反当1.2;iiという生産力のもとで， 1.5町は，朝鮮における農家の1戸当
り平均耕作地であったといわれている。さらに，富農などに雇用される雇農が約10万人程
2)同上書2ページ
3)同上書2ページおよび8ページ
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第3表農民の階層別もみの生産量，分け前および販売量 (1936年）
是 生産量 実際の分け前量 販売量実数 1 彩 実数 1 ％ 実数l彩
千戸 千石 千石 千石
自 作 農 546 19.5 6,045 14.7 6,045 14.7 3,776 13.1 
自作兼小作農 738 24.3 16,460 40.0 10,833 26.3 7,767 27.0 
小 作 農 1,594 53.8 18,615 45.3 7,445 18.1 863 3.0 
地 主 105 2.4 16,797 40.9 16,361 56.9 
計 I 2,983 Imo. 0 I 41,120 I mo.0 I 41,120 I 100. 0 I 28,767 I mo.0 
（註） 同上書 11ページ
いたといわれている3)。
小作人が地主に収める小作料は，収穫高の50~80彩，ときには9096にものぽったといわ
れている。さらに，小作農は，雑多の賦役労働を強いられたばかりでなく，地主に課せら
れた地税をはじめ，各種の公課金や水利組合費まで負担しなければならなかった4)。
このような関係のもとで，米がどのように生産され，分配され，販売されたかを示すの
が第3表である。そこには，米の大部分が小作農，自小作農によって作られながら，生産
者の手もとに残るのは僅かで，大きな部分が地主の所に行き，したがって，流通に出廻る
米の大部分は地主が小作料として得たものを売りに出したものであることが示されてい
る。ただここで注意しなければならないことは，耕作農民とくに小作が販売する米には，
手もとの米を売りに出し，自分達は粟やひえを食べた窮迫販売のものが含まれていること
である。
このように，きわめて貧しい状態を強いられた農民は，農業生産に機械をとり入れるこ
とはおろか，役畜などもほとんど持たなかった。
1940年の調査によれば，雇農と火田民を除く農家1戸当たりの農具の保有数は，在来す
き0.29丁，手ぐわ1.81丁，かま1.48丁，カレ (3人がかりで土仕事を行うショベルのよう
な農具） 0.15の割合であった。そして，改良すきは17}ヨ当たり 1丁，足踏脱穀機は19戸当
たり 1台であって，このような改良農具は，ごく少数の地主， 富農， 「土地会社」が所有
し，農民を搾取する手段として利用された5)。米の収穫量などが， 日本では玄米について
4)朝鮮総督府『朝鮮の小作慣行』 1929年197~248ペー ジ。
5) 「わが国における土地改革の歴史的経験』ヒ°ョンヤン1974,16ページ。これは鈴木武
雄「朝鮮の経済J1942, 256ページによるものと思われる。
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いわれるのにたいして朝鮮においては「もみすり」前のもみについていわれるのも，農民
の間に「もみすり」機が普及していた程度と関係があるのであろう。
I. 土地改革の過程
日本の敗戦は，朝鮮の独立を約束した。しかし，日本軍の武装解除のために北緯38度線
の北と南に軍を送ったソ連とアメリカは，いずれもただちにその独立を認めるものではな
かった。ソ連とアメリカとでは，準備に必要な期間の認識に大きな差があったが，朝鮮の
独立は，この準備期間の後に与えられるものであった。北朝鮮においては， 1946年2月に
北朝鮮臨時人民委員会が樹立され，民主的諸改革を遂行した。同年3月5日から行われた
土地改革， 8月10日から行われた重要産業の国有化，これに前後する労働法令，男女平等
権法令の公布がその主要なものである。そして， 1947年2月，各級人民委員会の選挙が行
われて北朝鮮人民委員会となり， 1948年，朝鮮民主主義共和国が成立することとなるので
ある。北朝鮮臨時人民委員会が遂行した民主的諸改革は，朝鮮民主主義人民共和国の基礎
を作り上げた変革であり，土地改革は，その最も重要なものの一つであった。朝鮮民主主
義人民共和国は，もう一つの変革をへて今日にいたっているといってよい。それは， 1950
年に始まった祖国解放戦争と，その破壊からの復興過程で行われた社会化＝協同化の推進
である。しかし，この社会化＝協同化は， 1946年の民主的改革があってはじめて，その基
礎の上に達成された。したがって，土地改革をはじめとする1946年の民主的改革は，今日
の朝鮮民主主義人民共和国の社会的，経済的基礎を作り上げるものであったのである。
日本の敗戦と1946年の土地改革との間には，しかしながら， 1945年10月の朝鮮共産党創
立大会で採択された「土地問題にかんする決議」にもとづく改革の一過程が介在する。そ
れは， 日本人地主および親日的反動地主の土地を没収し，朝鮮人地主にたいしては小作料
を引下げさせるものであった。日本の植民地支配が日本人地主を頂点とする地主制と結び
ついていたので，その支配から解放された農民には，ただちに地主制そのものも終らなけ
ればならないように思われ，土地改革の要求がきわめて強かった。日本の統治下で農民運
動や一定の闘争経験をもった地方では， 小作料減免闘争が自然発生的にくりひろげられ
た6)。朝鮮共産党創立大会の「土地問題にかんする決議」は，このような農民の強い要求
に対応したものである。
われわれは，この改革を土地改革の第一段階とし， 1946年の土地改革を第二段階としよ
6)同上書 55ページ
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う。第二段階では，単に日本人地主と親日的反動地主だけでなく，地主制が全面的に廃絶
され，その土地は耕作農民の所有に移された。小作料から解放された農民に残る不安は，
土地所有と農耕にたいしてどれだけの課税がなされるかであった。農業現物税の制定は，
これに応えるものであった。そこで，土地改革の第一段階から農業現物税の制定までを，日
本の植民地支配と結びついていた地主制からの解放の全過程としてみてゆくことにする。
(1) 日本人の土地の没収と三・七制
1945年10月10日，共産党は，その創立大会で，土地問題解決のための全般的な課題とと
もに，「土地問題にかんする決議」を採択し，北朝鮮全城で実行された。
まず，日本人地主と「親日的反動地主」すなわち親日派，民族反逆者と規定された地主
の土地を国家が没収した。そして，この土地の小作人は，その収穫物の30%を地方政府機
関に納めることとされた。
朝鮮人地主の土地については，その小作料を従来のものから引下げて， 30%とすること
が規定された。そして，それまで小作人が負担した土地と関連した一切の租税と公課は地
主が負担し，肥料代は地主と小作人が半分ずつ負担することとされた。
朝鮮人間の地主・小作人関係を地主の取分三， 9卜作人七としたところから三・七制と呼
ばれるこの土地改革を開始するにあたって，金日成は，次のようにのぺている。
「農民の利益をようごし，かれらをかくとくするためには，小作料を減免するたたか
いからはじめて，日本帝国主義とその手先どもの土地を没収するたたかいをすすめなが
ら，しだいにすべての地主の土地を没収して，農民に分けあたえる闘争をくりひろげな
ければなりません'1)」
注目すべきことは，この時にすでに，地主にたいする闘争が日本人地主と親日的反動地
主の土地の没収と朝鮮人間の地主小作関係の緩和にとどまってならず，やがてはすべての
地主の土地を没収して耕作農民に分けあたえるものにならなければならないことが，はっ
きりと明言されていることである。
朝鮮共産党は，三・七制闘争を，親日派と民族反逆者を一掃する闘争の一環とみなし
た。そして，組織をあげて，すべての地方で大衆集会を開き，まず親日派，民族反逆者の
罪行を暴露糾弾し，かれらの土地と財産を没収し，罪状にてらして人民裁判にまわす大衆
7) 「キム・イルソン著作選集」第1巻8ページ。これは「新しいチョンソンの建設と民
族統一戦線について」と題して， 1945年10月13日に共産党道委員会の責任幹部に行っ
た演説の一部である。
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闘争をおし進めるとともに，党の規定した原則にしたがって三・七制を大衆の面前で正し
く実施するよう組織し，指導したといわれる。また，農民組合が主催者になって農民集会
を開き，そこに朝鮮人地主まで参加させ，これまでの小作条件の不合理さと地主の悪らっ
な搾取行為を糾弾し，こぞって三・七制の実施を主張し，それを集会で決議するようにし
たともいわれている8)。地主が三・七制にしたがわないところでは，地主の同意いかんに
かかわらず，小作人は収穫高の30%だけを地主に渡し7096を自分のものにするように指導
され，地主が30彩以上とりたてた所では，糾弾大会を開いて暴露糾弾するとともに，よけ
いにとりたてた小作料を集団的にとりもどす闘争が組織された9)。このようにして三・七
制が遂行された。
この三・七制闘争の中で，農民団体の組織・拡大がはかられた。そして， 1946年1月31
日には，農民団体に組織された70余万農民の代表がピョンヤンに集って，農民同盟を創立
した。農民同盟の基本的使命は，地主階級を清算する土地改革を徹底的に遂行し，しだい
に農民をあらゆる搾取から解放する革命を遂行することだとされた。そして， 2月には，
土地改革を請願する運動が，各地で，大規模に展開された。そこでは，いずれも，土地問
題解決の必要について，全農民の生活の安定は全民族の生活の向上を意味し，完全独立を
促進するためには土地問題を解決しなければならないことがうたわれていた。そして土地
問題の解決にはいろいろな方法がありうるが，朝鮮では農村で自ら耕作する農民にかぎっ
て農地を無償で分与するのが最適であるとして，そのような土地改革を春耕期までに実施一
することが要求された。そして， 3月1日には，三一人民蜂起27周年を契機に，各地で，
30吟万の農民が，「土地を耕作農民に/」，「われわれは土地改革を要求する/」のスロー
ガンのもとに大会を開き，デモを行った。
(2) 土地改革法令の発布と施行
i. 土地改革法令発布の準備
1946年1月1日，キム・イルソンは，新年の辞で，すでに行われている日本人地主と親．
日的反動地主の土地だけでなく，朝鮮人地主の一切の土地をも没収して農民に分与しなけ
ればならないという，すでに三・七制闘争の開始にあたって表明した考えをくりかえし強．
調した10)。
8) 「わが国における土地改革の歴史的経験』 56~7ページ
9)同上書57~8ページ
10) 『キム・イルソン著作選集」
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2月15日，労働党中央委員会第四回拡大執行委員会の決議は，各級の党組織に，等級別
の土地の面積と農村人口，農村労働力の実態，土地問題にたいする農民大衆の意見と要求
などをまとめ，土地問題を解決する準備を進める課題を示した。
3月，共産党中央組織委員会第五回拡大執行委員会で土地改革の実施が決議され， 3月
5日，北朝鮮臨時人民委員会が土地改革法令，土地改革実施にかんする臨時処置法を公布
し， 8日には土地改革法令にかんする細則を各級人民委員会と農村委員会に送ってそれを
蜘するための政権活動を開始したことによって始められた。
i. 地主制の撤廃
まず，土地改革の内容を土地改革法令についてみよう。それが，第一に目的とすること
は，地主制の撤廃であ。る土地改革法令第一条は，「土地改革の任務は日本人の土地所有と
朝鮮人地主の土地所有および小作制度を撤廃し，土地の利用権を耕す農民に移管すること
にある11)」とのべて，土地改革が地主制を廃止し農民の土地所有に移すものであること
を明らかにするとともに，北朝鮮の農業が農民の土地所有の上になされる農民経営に依拠
するものであることが宣言されている。
「北朝鮮における農業制度は，地主に隷属しない農民の個人所有に依拠する12)」。
このような土地改革の任務を遂行するための方針が第二，三，六，九，ー一条で明らか
にされている。まず，撤廃する地主を構成する日本人地主と親日的反動地主および朝鮮人
地主にたいする方針が，それぞれ第二条と第三条でのべられている。第二条は， 日本帝国
主義とその残余勢力を徹底的に駆逐するために， 日本国， 日本人および日本人団体の所有
地，民族反逆者の所有地，親日派，親日手先で解放後逃走した者の一切の土地を没収して
農民の所有に移すことを規定している18)。
第三条は，五町以上の土地を所有する朝鮮人地主の所有地と，自分で耕作せず全部小作
に出していた者の土地，そして面積にかかわりなくひきつづき小作に出していた一切の土
地，五町以上を所有する聖堂，僧院その他の宗教団体の所有地を無償で没収して農民に分
与することを規定している14)。すなわち，一切の小作制度が撤廃されたのである。
そして，地主階級の経済的基盤を奪い，かれらが朝鮮社会に築いてきた反動的影響を一
11) 「わが国における土地改革の歴史的経験」 79ページ
12)同上
13)同上書 .'80ページ
14)同上
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掃する具体的処置が講じられている。第六条「八」項は，土地を没収された地主は，他郡
に移住してのみ，土地をもらって，農民と同じく自分で働いて暮らすことができると規定
している15)。これは，地主がその地方でもっている伝統的影響力を根絶するための処置
である。第八条は， 「本法令によって農民に与えた土地は一般負債と負担から免除する」
と規定し，第九条は，土地を没収された地主にたいする雇農または小作人の一切の負債を
無効にしている16)。これは，地主の影響力を根絶し， その復活を防ぐために， きわめて
重要な処置であった。朝鮮の地主には高利貸を兼ねるものが多く，雇農や小作人は，小作
関係，雇用関係だけでなく，借金によって地主につながれているものが多かった。地主に
たいするそれまでの負債をいっさい無効と宣言することによって，地主が貸借関係を通じ
て雇農，小作人にもっていた支配関係を排除したのである。また，自作農から小作農への
転落が借金にたいする担保としておいた田畑を借金が払えないために地主にとられること
が多かっただけに，この処置は，このようなことが再び起らないように耕作農民を保護す
る処置でもあった。第一一条は，地主の役畜，農機具，住宅のすべての建築物，建物の敷
地などを没収して人民委員会の処分にゆだねることを規定している17)。 この地主の復活
を絶対に許さないための断乎とした処置は，朝鮮土地改革の特徴をなすものである。
ii. 耕作農民の土地所有の確立
地主から没収された土地は，勤労農民に，無償で均等に分配するという原則にたって，
第六条は，「没収した土地は雇農，士地を全くもっていない農民， 土地をわずかしかもっ
ていない農民に分与するために人民委員会にその処分を委任する18)」 と宣言して， 土地
の分与をうける基本対象が雇農と貧農であることを法的に規定した。また，地主から没収
した役畜，農機具，種穀，建築物などの大部分は， 雇農と貧農に分与されることとされ
た。こうして，もっともよい土地と多くの財産を，それまで土地を持たなかったためにあ
らゆる虐待とさげすみ，貧困と飢餓にさいなまれていた雇農と貧農の所有地に移すことに
よって，かれらの生活を速やかにもりあげるという原則の具現をはかったのであった。ま
た，土地改革法令とその細則は，没収した土地は，家族数とその家族のうち働ける人の数
にしたがい均等に分配して，農民の生活をひとしく速やかに向上させることが配慮されて
いた。
15)同上
16)同上
17)同上
18)同上書 81ページ
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iv. 小作制度復活の防止，農民の土地所有と農業経営の保護
土地改革法令は，土地改革後農村での小作制度の復活を防ぎ，階級分化と資本主義的要
素の成長を制限することを意図したものでもあった。
第一〇条は， 「本法令によって農民に分与された土地は売買できず，小作に出したり，
抵当に入れたりすることはできない19)」ときびしく規定している。 これは， 小商品生産
者である個人農経営が支配する情況下にあっては，農民経営の分解により小作制度が復活
し，大衆的零落と貧困が招来されるのが一般的傾向であるので，そのようなことが生じる
基本条件の一つである土地商品化の歴史に終止符をうつものであった。
土地の商品化と小作制度の復活を法的にきびしく統制するという法的規定は，また，土
地の分配をうけた農民の個人農経営にたいする人民政権の積極的な保護政策を示すもので
ある。
土地改革法令は，果樹園，灌漑施設および山林と一部の土地は国家の管理に移した。こ
れは，この時期に東欧諸国で行われた土地改革でもほぼ共通してみられることであった。
しかし，これが農業の発展と人民の利益のために最も有効に利用されたのは北朝鮮ではな
かろうか20)。
v. 農村委員会
土地改革の直接の担当者となる農村委員会は，雇農と貧農とで組織することとされた。
第一五条は， 「土地改革は北朝鮮臨時人民委員会の指導のもとに実施される。地方で土
地改革を実施する責任は道，郡，面人民委員会に負わせ，農村では雇農，土地のない小作
人，土地の少ない小作人の総会で選出された農村委員会に負わす 21)」と規定している。
これは，当時の立法機関であると同時に中央執行機関であった北朝鮮臨時人民委員会の
指導のもとに各級人民政権機関が土地改革を組織し指導し，農村における実際の執行機関
は，農民の意思によって選出された代表からなる農村委員会であることを法的に規定した
ものであった。
こうして，雇農と貧農で構成された農村委員会が農村政権組織の基礎として地主と親日
19)同上書 82ページ
20)私がこの夏北朝鮮を訪問して最も強烈な印象を受けたのは，灌漑設備の整備と，これ
による耕地整理と大規模な干拓田の開発であった。また，野山に果樹園，豚工場と鶏
工場を作り，それより高い山には頂上に到るまで植林を行い，丘陵地をたんねんに利
用していることは，周囲の国と比較して，文字通り一目瞭然たるものがあった。
21) 「わが国における土地改革の歴史的経験」 83ページ
76 
北朝鮮の土地改革（鶴嶋） 555 
派，民族反逆者にたいする闘争の先頭に立ち，農民大衆を振い起こして土地改革の輝かし
い勝利をかちとるようにした。
vi. 臨時処置法
土地改革法令とともに公布された「土地改革実施にかんする臨時処置法」は， 3ケ条か
らなり，土地改革を遂行する期間に地主や反動分子の破壊，動策を防ぐための処置をきび
しく規定したものである。北朝鮮土地改革の徹底性をよく示すものである。
第一条は，土地改革法令が公布されたその時刻から役畜と各種の農機具を売却，隠匿，
破壊あるいは処分する地主は「人民の敵と認め」て 5年以下の懲役または10万円以下の罰
金に処すと規定している22)。
第二条は，この期間に住宅，倉庫をはじめ建物を売却，あるいはその他の方法で処分し
破壊する地主もやはり「人民の敵と認め」 10年以下の懲役または20万円以下の罰金刑に処
すと規定している23)。
第三条は，役畜，農機具，住宅，倉庫，その他の建築物を地主から買いとる商人も 3年
以下の懲役または 5万円以下の罰金に処すと規定している24)。
vi. 北朝鮮臨時人民委員会拡大委員会の決議
土地改革は，土地改革にかんする法令や土地改革実施にかんする臨時処置法など立法活
動だけで実現できるものではない。
北朝鮮臨時人民委員会は， 1946年3月7日，北朝鮮臨時人民委員会拡大委員会を招集し
「『北朝鮮土地改革にかんする法令』についての決厳」を採択して， 各級人民委員会に送
った。この決厳は，土地改革法令を執行するための各級人民委員会の当面の課題とその遂
行方法を示すことを目的にしていた。
決議はまず，道郡，面人民委員会の当面の課題とその具体的な遂行方法を明示した。
各級人民委員会の課題は，上級人民委員会が派遣した代表の指溝のもとに拡大委員会を
開いて土地改革法令の執行対策をたて，労働者，農民，事務員はじめ広範な大衆のあいだ
で土地改革の意義を広く宣伝することであり，また面人民委員会の課題は，各里に代表を
派遣して農民集会を開き土地改革法令を解説してかれらの民主主義的意思にしたがって 5
~9名からなる農村委員会を組織することであった25)。
22)同上書 84ページ
23)同上書 84~85ページ
24)同上害 85ページ
25)同上書 86ページ
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また決謙は，農村委員会の任務とその遂行方法を示した。
農村委員会は，人民委員会の指溝のもとに，土地没収対象を確定し，没収すべき土地と
その面積，役畜，建築物，種穀，果樹園，山林，灌漑施設などをはじめ農業生産施設の目
録を作成し，土地分与対象を調査登録し，その家族と働ける人の数，かれの小作していた
土地とその面積などを具体的に調査，把握することになっていた。また，それにもとづい
て，土地分与案を作成し，土地改革実施にかんする臨時処置法によって没収対象として規
定された地主から役畜，農機具，建物，農業生産施設，種穀などの保管証書を受け取り，
かれにその徹底的な保管責任を負わせるなど，土地の没収と分配に関連した全般の仕事を
担当し遂行することになっていた26)。
決鏃はまた，農村委員会が作成して提出した土地分配案の批准にかんする手続とその過
程で提起される問題の処理方法を規定した。
すなわち， 農村委員会が作成した土地分配案は， 面人民委員会の承認をうけて執行す
る。しかし，面人民委員会の決定が農村委員会の意見とあわないばあい，郡人民委員会の
審議にかけることができる。郡人民委員会の決定も農村委員会の意見とあわないばあい
は，最終的に道人民委員会の批准をうけるようにして，農民大衆の意思を代表する農村委
員会の権威をあらゆる面から保障した27)。
各級人民委員会拡大委員会には，人民委員会とともに，各政党や大衆団体の地方組織代
表を参加させて，土地改革法の内容と，新しい朝鮮の建設でそれのもつ意義を認識させ，
かれらが各自の組織を通して宣伝解説活動を広く行ない，組織大衆を土地改革闊争へと組
織し動員させた。
vii. 土地改革法令にかんする細則
北朝鮮臨時人民委員会はまた， 1946年3月8日， 「土地改革法令にかんする細則」を各
級人民委員会と農村委員会に送った，
土地改革法令にかんする細則は，土地改革法令に規定された内容を正しく解釈し，その
執行過程で提起される実務上の問題の処理法を具体的に明示した指導的な文書である。第
一章は，土地改革法令の末端執行機関である農村委員会の組織と任務について実地の活動
で提起される実務上の問題まで具体的にくわしくのべている28)。
26)同上
27)同上
28)同上書 87ページ
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第二章は，土地没収の諸問題を正しく解決するよう，具体的な実例をあげて解釈してい
る。まず，富農にたいする処置が具体的に示されている。すなわち5町以上の所有してい
ても，その一部を自作し，他の一部だけを小作に出している土地所有者にたいしては，小
作地だけを没収し，また5町以上の土地を所有していても，全部自作する場合には，それ
を一切没収しないことを明らかにしている。
また，土地の一部を小作に出し，他の一部は雇農を使って耕作してきたばあいは，不労
地主と認め，小作地と雇農を使って耕作した土地を全部没収することにした。
また， 日本人以外の外国人の土土地所有にたいしても，法令第二条，第三条に該当する
ばあいには，朝鮮人地主と同じくこの法令を適用して没収することにした29)。つぎに，
不在地主にたいする処置が示されている。北朝鮮の土地改革の対象となった地主4万4千
余戸のうち，約20パーセントは，都市で中小商工業を経営しながら，農村に土地をもち，
小作に出している不在地主であった。すなわち農業と遊離して都市に居住し，土地の全部
を小作に出している地主にたいしては，面積にかかわりなく小作地だけを没収することを
明記している81)。
この不在地主にたいする処置が在村地主にたいするものよりも穏便であったことは，全
体として地主にたいして厳しい北朝鮮の土地改革のなかで特異な点として注目される。こ
の点について，『わが国における土地改革の歴史的経験』は，「反帝反封建民主主義の課題
を遂行する土地改革では，都市商工業にまで攻撃を加えるにはいかなかった」と評価し，
これが地主階級の勢力を分散する効果をもったことを指摘している82)。そして， 土地改
革法令の公布以前にすすんで自分の土地を小作人に無償で与えたとか，人民政権機関に納
めた地主にたいしては，その建物と財産を没収しないこととした88)。 これもまた， 地主
階級の勢力を分散させるための処置であった。
第三章には，土地分配における原則と実務上の方法が示されている84)。すなわち， 没
収したすべての土地を雇農，土地を全く持っていない農民，土地をわずかしか持っていな
い農民に家族とそのうち働ける人の数によって均等に分配するため再分配を実施するこ
29)同上書 87~88ページ
30)同上書 100ページ
31)同上書 88ページ
32)同上書 100ページ
33)同上書 88ページ
34)同上書 88~89ページ
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と， しかし，すべての雇農と小作人には必ず従来かれらが耕作していた土地を分与し，土
地をわずかしか持っていない農民には，その所有地まで合わせて家族とそのうち働ける人
の数によってあてがわれた面積の土地を分与すること，その計算法まで規定している。土
地分与面積の計算は，農民の家族とそのうち働ける人の数によって点数を計算し，その点
数に相当する土地の面積を算出する方法で行った。その計算方法は，つぎの通りである。
男子 18~60オ 1点
女子 18~50オ 1点
青年 15~17オ 0.7点
子供 10~14オ 0.4点
子供 9才以下 0.1点
男子 61オ以上 0.3点
女子 51オ以上 0.3点
細則は，また，土地分配にあたって土質を考慮に入れるよう強調した。
第四章，第五章，第六章は，果樹園，山林，灌漑施設などにたいする国家管理上の諸問
題の処理法を示した35)。
IX. 土地改革の闘争
北朝鮮臨時人民委員会拡大委員会で北朝鮮土地改革にかんする法令についての決議が発
表されると，共産党はまっさきに， この土地改革を支持して， その実施闘争に全党を組
織，動員することを表明した。これにつづいて， 70余万の同盟員をもつ北朝鮮農民連盟，
35万余の組合員をもつ労働組合，それに朝鮮民主党，朝鮮新民党， 30余万の同盟員をもっ
民主女性同盟， 50万余の同盟員をようする民主青年同盟，そのほかヒ°ョンヤン学院，文化
団体，芸術連盟，教員同盟，人民劇団などあわせて300余万にのぽる組織大衆がこれを支
持して闘った86)。
ここで特に強調されることは，労働者の参加と，それによる労農同盟である。
工場や企業所は，「土地改革支援隊」を農村に送った。 ヒ°ョンヤン市だけでも， 鉱山，
銀，金属，化学労組などから1150名の労働者がヒ°ョンアン南道各地に派遣され，農民の
闘いを支援した37)。
35)同上書 89ページ
36)同上書 123ページ
37)同上書 106ページ
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労働者たちは，土地改革法令の内容と土地改革の意義について大いに宜伝するととも
に，悪質地主と，正体をかくしていた親日派，民族反逆者をあばいてその罪状を暴露，糾
弾した。そして保安機関や農村に組織された「農民自衛隊」と力を合わせて農村委員会の
活動を援助し，保護し，地主や反動分子らの破壊策動を摘発し，粉砕することによって，
一部の地主や反動分子の反抗を鎮圧する闘争をくりひろげる一方，土地を没収された地主
を他の地方に移住させる仕事を引き受けた。金日成首席は，貧農と雇農で農村委員会を組
織したことともに，この労働者の支援を高く評価している88)。
しかし， 9卜作制度を全廃し，地主の経済的，社会的影響力を根絶しても，土地改革によ
って大量に出現した農民の土地所有の上に農民経営が発展するとは限らない。朝鮮農民
は，すでに指摘したように，役畜，農機具，種穀をほとんどもっていなかったので，農民
的土地を実現するとただちに問題になったのが，農民的経営をどのようにして発展させる
かということであった。政府は，地主から没収した7,400頭の役畜，農機具，種穀を分け
与えた89)がそれだけでは不足であった。永年貧しい状態におかれていたので，農民の大部
分は，土地改革の際に人民政権のとっている富農経営制限政策に気づいた富農が役牛を売
りとばそうとした時にさえ，それを買うことができないほどであった。営農を保障する道
がとくに講ぜられなければならなかった。
共産党は，農民銀行や消費協同組合を創設して，農民に営農資金を貸し，農機具や肥
料．生活必需品などを供給して，円滑な農業生産の条件を保証し，農民を高利貸や悪徳商
人の搾取から保護する方針をだし，北朝鮮臨時人民委員会は， この方針を具体化して，
1946年4月1日，第五回会議で，農民銀行を設立する決議を採択した40)。
農民銀行は，土地の分与をうけた農民に営農資金を貸与して，かれらが自力で農事が営
めるようにする役割をうけもった。
また，消費組合が設立され，農民の営農資材と生活必需品を保障し，農村に便益奉仕施
設と公共給食網を組織し運営した。
その上で，政府は，役牛を余分に持っている山間地帯から数万頭の役牛を購入して平野
地帯の農民に分け与え，また，農民が富農の売る牛を買いとるように計らった41)。
38) 「キム・イルソン著作選集」第5巻358ページ
39) 「わが国における土地改革の歴史的経験」 138ページ
40)同上書 139ページ
41)同上
81 
560 閣西大學「経清論集」第25巻 5号
種子については，一部ゆとりのある中農を説得し，貧農や雇農と種子を分けあって使わ
せる方法で初めの年の営農を保障するほかなかった。
また，国家の手中に掌握された化学肥料工場の復旧工事を促し，化学肥料を生産して農
民に供給し，農民がすぐに現金が払えないばあいには，秋になって穀物で返済させる方針
をとった42)。
最後に，土地改革の成果を固めるためになされたものとして，北朝鮮人民委員会の成立
と農業現物税の制定をみておかなければならない。
農業現物税制は， 1946年6月27日，公布された。それは，農民が収穫した穀物のうち約
25%だけを国家に現物で納めれば，納税義務を果たすことになり，残りの約75%は自由に
処分できることを明らかにした。約25%というのは，土地の生産性が最も高い田にたいし
ては27%,畑では23%,土地の生産性が最も低い山間地帯の火田にたいしては10彩と，差
が設けられていたからである。また，荒地や末墾地を開拓したばあいには，最小限， 3年
間は現物税を免除されることを規定した。
この農業現物税の公正を期すために，農村に判定委員会が組織され，この委員会が，農
家別，田畑別に作柄を具体的に調査し，農民の立会いのもとに収穫高を判定し，それにも
とづいて現物税納付量を規定した。
土地改革をはじめ北朝鮮臨時人民委員会によって行われた民主的諸改革は，それにたい
する大きな抵抗をうけずに遂行された48)が， それでもそれを行ったのが臨時人民委員会
であるというところに弱点をもっていた。そこで，民主改革の成果をいっそう固め，発展
させるには，それを実施した人民委員会を，選挙によって，臨時的性格をおびたものから
法的に強固なものに発展させなければならなかった。 1946年11月北朝鮮で最初の民主選挙
が行われたのは，そのためであった。この選挙にもとづいて，翌年2月には，北朝鮮道，
市，郡人民委員会大会が招集された。大会は，北朝鮮における最高主権機関である北朝鮮
人民会議を創設し，中央政権機関として北朝鮮人民委員会を組織して，北朝鮮臨時人民委
員会が制定，公布した民主諸改革法令を承認することによって，この諸改革を法的に固定
した44)。
42)同上書 141ページ
43)このことについて，金日成も「わが国で実施された土地改革の重要な特徴は，なによ
りもまず敵対分子の大きな抵抗をうけずに，比較的順調にすすめられたこと」と認め
ている（『キム・イルソン著作選集」第5巻359ページ
44) 「わが国における土地改革の歴史的経験J142ページ
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土地改革の成果と特徴
土地改革の直接の成果としては，地主，小作関係を廃絶し，農民的土地所有を確立し，
また，国有，国営部門が創設されたことがあげられよう。
北朝鮮の耕地総面積の53%,小作地の95%に達する 100万町以上の地主の土地が無償で
没収された。地主は，旧来の土地から移住させられて，その有形，無形の支配力をすべて
失った。ここに，朝鮮民主主義人民共和国の社会，経済的基礎が確立された。
没収された土地の大部分は， 土地のない農民と，土地の少ない農民に分配された。 ま
た，地主の所有した建物，役畜，農機具の大部分も没収され，農民に分与された。この農
民によって，まず農業生産の全体が高められた。そして，やがてこの農民経営の確立，保
護の政策が，農業協同化へとつながることになるのである。
2,692町の果樹園， 1,165の灌漑施設および343万2,986町の森林が国有化されたが，この
第4表没収された土地
対 象 面積 （町歩）
日本国家および日本人所有地 112,623 
民族反逆者およぴ逃亡者の土地 13,272 
5町歩以上の地主の土地 237,746 
所有地を全部小作に出している者の土地 263,436 
ひきつづき小作に出している者の土地 358,053 
堂堂，僧院，宗教団体の土地 15,195 
計 1,000,325 
（註）同上書 117ページ
第 5表対象別分与された土地
対 象 髯悶 I% I戸数 1%
雇 農 に 22,387 2.3 17,137 2.4 
土地を持たない農民に 603,407 61. 5 442,973 61. l 
土地をわずかしか持たない農民に 345,974 35.2 260,501 36.0 
土地を没収して他の地方に移住させた地主に 9,622 1.0 3,911 0.5 
計 981,390 100 724,522 100 
国家管理のため人民委員会に保有させた土地 18,935 
（註）同上書 117ページ
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国有，国営セクターの創設は，やがて朝鮮農業の発展と社会主義化のために，きわめて重
要なものとなった。
しかし，北朝鮮の土地改革の成果は，このような北朝鮮内における変化にとどまるもの
ではない。この北朝鮮における土地改革の遂行は，日本統治下において北朝鮮よりも地主
経営が発達し，したがって，解放後土地改革の要求がもっと強かった南朝鮮にきわめて大
きな影響を与えることとなった44)。南朝鮮に進駐した米軍は， 人民委員会を認めず， 遂
にこれを弾圧することとなり，このことによる朝鮮人の不満と反感は，米軍政が朝鮮人の
いまひとつの熱望である土地改革に背をむけたことによって火に油を注がれた。そのよう
な中で，北朝鮮における徹底した土地改革のニュースは，米軍政と大部分の朝鮮人との対
立を決定的なものとし，朝鮮戦争（祖国解放戦争）へとつながっていくのである。
このような成果をもつ北朝鮮の土地改革は，それがきわめて短期間に徹底的に行われた
という重要な特徴をもっている。
北朝鮮の土地改革は， 1945年の第1段階をへて， 1946年に土地改革法令による本格的な
段階に入ってからは，わずか20日間という短期間に遂行された。そして，それは，単に日
本人地主と親日的反動地主の土地を没収するにとどまらず，地主制そのもの，小作関係そ
のものを最終的に廃絶するものであった。それは，北朝鮮と同様にソ連軍によって枢軸国
の支配から解放され，人民民主主義政府によって土地改革を行った東欧諸国とくらべて
も，短期間に，徹底的に行われたものであった。
東欧においては，たとえばチェコスロバキアでは， 1945年6月にドイツ人の土地財産と
チェコ人，スロバキア人の売国奴，反逆者の土地，財産の没収を行った後， 1948年2月の
「無血」革命をへて， 3月にいたって50ヘクタール（約50町）以上の土地の没収を行って
いる46)。ルーマニアにおいては， 1945年3月の土地改革法でドイツ人地主とルーマニア
人の売国好，反逆者の土地，最近7年間所有者によって耕作されなかった土地10ヘクター
ル以上，および教会，修道院，皇室所領を除いた50ヘクタール（約50町）以上の土地を没
収し， 1948年に王領地を没収し， 1949年1月の人民ソヴィエトに関する法律の制定をヘ
て，同年3月大地主の全土地没収を行っている46)。
45) Gary L. Olson, U. S. Foreign Policy and the Third World Peasant, Land 
Reform in Asia and Latin America, Praeger Publishers, New York, 1974, p. 43 
46)戸沢鉄彦他「人民民主主義の研究」勁草書房上巻209~210ペー ジ。 1948年1月， 1919
年土地改革再審査法最終決定。同3月農地および森林所有の長期統制にかんする法律
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ここでは， 1947~8年の政変＝親ソ的政権の強化47)の後に，本格的土地改革に着手さ
れている。北朝鮮の土地改革は，東欧諸国に親ソ的「社会主義」政権をドラスチックに出
現させる契機となった冷戦の開始48)以前に， しかも徹底した改革として遂行されたので
ある。
北朝鮮の土地改革が，東欧諸国の土地改革と比べても徹底したものであったことは，東
欧諸国においてはファシストと戦犯のものを除いては，一般に有償買上または部分的に有
償買上し49), すべての国で有償分配が行われたのにたいして，無償没収，無償分配の原
則をとったことにも示されている。また，東欧諸国では，一定範囲内で小作を容認したと
ころもあり，土地改革後の数年間は，土地の売買，貸借，抵当権が許されたが，北朝鮮に
おいては，土地所有の最高限を 5町に制限し，土地改革によって分与された土地の売買，
抵当，賃貸借はいっさい認められなかっただけでなく，分与地以外の土地の売買も地方人
民委員会の許可を必要とし，また買手は耕作農民に限られた。さらに，土地所有者が耕作
しなくなったばあいには，その土地を国家管理に移し，働く農民にその耕作権を譲ること
によって，土地の一部への集中と小作制度の再生の可能性が完全に排除された。
このように徹底した土地改革が行われた理由は何か。まず簡単に指摘されるのは，ソ連
軍の存在である。たとえば高昇孝氏は，次のようにのべている。
「こうした土地改革の徹底した遂行を可能にしたのは，朝鮮における社会・経済的条
件，なかんずく階級の力関係が土地改革の遂行に決定的に有利であったこと，つまりソ
連軍の進駐という有利な条件のもとに，反動勢力にくらべて民主勢力が圧倒的に優勢で
あったという事情によって説明される60)」。
たしかに，南朝鮮で農民の土地改革の願望がかえりみられなかったのに北朝鮮で徹底し
47)宇高基輔「東欧諸国における土地改革と農業の社会主義的改造」（山田盛太郎「変革
期における地代範疇J岩波書店）第14表
48)アメリカ合衆国は共産主義の脅威のあるところ，いっ， どこにおいてもたたかうとい
う1947年のトルーマン・ドクトリンは，ジュダーノフ宜言をよび起して，世界は冷戦
期に入り，これをきっかけに東欧諸国では親ソ的政権が作られ，社会主義政策を強行
することとなった。
49)プルガリア (1946年3月勤労土地所有権法）， チェコスロバキアでは有償買上， ボー
ランド./ヽンガリーでは部分的有償買上，ルーマニア，アルバニアでは無償没収（宇
高上掲表）。
50)高前掲書 27ページ
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た土地改革が行われたことについては，ソ連軍の進駐は重要な要因であろう。しかし，北
朝鮮の土地改革が東欧諸国のものとくらべても早い時期に，短期間に，徹底して行われた
理由に関しては，ソ連軍の進駐はあまり意味をもたない。これら諸国においても，ソ連軍
の進駐が行われたからである。ここでは，北朝鮮と東欧諸国の違いがあげられなければな
らない。
朝鮮の徹底した土地改革とソ連軍の進駐との関係に限界のあることは，さらに，ソ連軍
が進駐した東欧諸国において，北朝鮮で土地改革が行われた1946年には，まだきわめて不
徹底な社会改革しか行われていなかった事実によってたしかめられる。東欧において社会
改革がより徹底したものになるのは， 1947~8年の親ソ的「社会主義」政権の出現以后で
ある。 1947年のトルーマン・ドクトリンによって冷戦が開始されるまでは，ソ連は，連合
国の一つとして，アメリカ合衆国をはじめ他の連合国にたいしては，露骨に敵対的政策を
とることをひかえていた。そのために，東欧諸国においても，この時期においては， ドイ
ツ人とこれに協力したものに対する攻撃に力点がおかれていた。
朝鮮においても， 1945年12月のモスコー協定が朝鮮に即時独立を認めるものでなかった
けれども朝鮮共産党はこれを支持する立場をとり，米ソの対立が表面化してくるのは．
1946年3月から60日にわたって行われた米ソ両軍による共同委員会の過程においてであ
る。地主制の完全な撤廃を強力に遂行する北朝鮮の土地改革は，ソ連軍の進駐した地域の
中でまったくの例外をなすものである。東欧諸国との類似がみなれるのは，日本人地主と
親日的反動地主の土地の没収と朝鮮人間の地主・小作関係の緩和をはかった三・七制すな
わち北朝鮮土地改革の第一段階にすぎないであろう。ソ連軍の進駐と北朝鮮の本格的な土
地改革との関連は，ソ連軍の進駐によって，地主の反撃を許さない労働者，農民の体制・
北朝鮮臨時人民委員会を作り上げることができたことにとどまるものである。
北朝鮮で徹底した土地改革が行われた理由について， 『わが国における土地改革の歴史
的経験』は，キム・イルソンが，革命活動に入って間もなく． 「土地を耕作農民に」 とい
う土地問題解決の原則を示し，抗日武装闘争の過程で，遊撃根拠地ー解放地区で実施した
からであるといっている。その実施については，次のようにいわれている51)。
「東満州一帯の広大な遊撃根拠地では，キム・イルソンによって明示された土地問題
解決にかんする独創的な思想と理論を指針として，新しい新政権形態である人民革命
政府が「土地改革準備委員会」を組織し，日本人と親日地主，民族反逆者らの土地を無
51) 「わが国における土地改革の歴史的経験」 27~8ペー ジ
86 
北朝鮮の土地改革（鶴嶋） 565 
償で没収してそれを耕す農民に無償で分け与える革命的な土地改革が全般的に実施され
た。
土地改革の実施において，土地は労働力の数によって均等に分配された。そして，土
地の分配は，没収した土地を等級別に区分し，一番よい土地は雇農，貧農，遊撃隊の留
守家族に分けてやり，そのほかの土地はその他の農民に分け与えるという，階級原則に
もとづいてなされた。延吉県三道湾東溝の農民たちには一戸当り 1町6反の土地が分与
された。
各遊撃根拠地における土地改革においては，地主の土地だけでなく，その役畜や農機
具，各種の農業生産施設などの財産まで同時に没収して農業生産に合理的に利用するよ
うにし，地主と農民間の負債関係も一切無効とされた」。
これは，きわめて興味深い指摘である。なぜならば，北朝鮮の土地改革の源泉として示
されたこのことは，中国内で行われたことであるだけに，中国革命への影響をも示唆する
からである。たしかに，朝鮮人の社会主義と民族主義の活動は，東アジア全般にきわめて
大きな影響をおよぽした。しかし，社会主義革命運動史までが各国別に整理されるように
なって，朝鮮民族の果した偉大な役割は，しだいに忘~去られようとしている。東満州の
赤色地帯ー解放地区で行われた先駆的な土地改革もその一つかも知れない。それだけに，
その詳細が発表されることを，何よりも期待してやまない。
朝鮮で徹底した土地改革が行われたのは， 日本の植民地支配が地主制と結びついてお
り，その地主制のもとに朝鮮人の大部分が極端に貧しい生活を強いられ， 日本の統治の終
りが，地主制の終りと結びつけて把えられたからであろう。東欧諸国においては，第一次
大戦後に曲りなりにも土地改革が行われていた。チェコスロバキアにおいては，第二次大
戦後の土地改革を，第一次大戦後に行われた土地改革の再評価ですまそうとする動きが長
い間存在したほどである。これにたいして，朝鮮では，李朝のもとで存在した農村の前近
代的地主・小作関係が， 日本の統治になっても踏襲され， その上に植民地統治が行われ
た。そのために，土地改革の要求が，それだけ強く，徹底したものになったのであろう。
さらに，日本の統治は，朝鮮民族主義の片鱗をも容赦なく取締り，弾圧するものであった
ために，民族主義が暴力によって植民地支配を終らせようとする社会主義に強い共感を抱
くものとして存在し，社会主義運動が掲げる「土地を農民へ/」のスローガンが，広く，
強く支持されてきたことも，独立の展望とソ連軍の進駐のもとで，土地改革を徹底的なも
のとした一因と考えられる。東欧諸国において「人民民主主義」が独占資本以外の資本に
たいしては寛容なものと把えられ，土地改革も富農に打撃を与えないものとされていた
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時，北朝鮮において土地所有，経営の上限を5町とし，さらに富農にたいする他の制限処
置をも講じたのもこのためである。
朝鮮にみなぎる徹底的土地改革への強い動きが，ソ連軍の思惑をもこえて土地改革を徹
底したものに押しやったのではなかろうか。
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